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＊シンポジウムと、「（仮称）新潟環日
本海研究ネットワーク」
７月28日、本学（長岡大学・地域研究センター）に
おいて、「（仮称）新潟環日本海研究ネットワーク」
（以下、ネットワークと略す）との共催で、シンポジ
ウム「東北アジア新時代　ライバルかパートナーか」
を開催した。
このネットワークは、新潟県内の大学の研究者によ
って構成される研究団体で、ここ10年余り、環日本海
地域にかかわる研究会の開催や論文、書籍の刊行など
を続けてきた。またここ５年間ほどは、新潟大学、新
潟国際情報大学、敬和学園大学、県立新潟女子短期大
学などとの共催で、公開シンポジウムを開催してきた。
今回本学で開催されたシンポジウムも、このような活
動の一環として開催されたものである。
昨年と一昨年は、環日本海地域の歴史認識をテーマ
として取り上げた（「東北アジア歴史像の共有を求め
て Ⅰ　Ⅱ」）２。地域の安定のためには、政治的・軍事
的安定の確保や、地域全体の経済協力体制の推進など、
さまざまな手立てが必要であるが、中でも共通の価値
観を形成することが、きわめて重要であり、それは例
えばEUなどに、端的に現れているように思われる。さ
まざまな経済協力や政治的・軍事的協力は、民主主義
的な国家システムを持ち、自由を重要な価値観として
信奉するといった、共通の理念に基づいている。
それに対して、環日本海地域においては、状況は遺
憾ながらまったく異なっている。日本の植民地支配と
侵略戦争が引き起こした深刻な問題をどう総括するか
という課題が、歴史認識の問題としていまだ未解決の
まま残されており、そのことが、共通の価値観形成を
阻む大きな要因の一つになっていると考えられる。そ
■環日本海シンポジウム
「東北アジア新時代　ライ
バルかパートナーか」を開
催して1
長岡大学助教授 兒 嶋 俊 郎
の意味では、前二回のテーマはこの地域の統合と安定
の基礎的な要件にかかわるテーマであったと言えよう。
＊シンポジウムのテーマ設定
今回は、歴史認識の問題から離れ、この地域の経済
問題を中心にしながら、関連する文化的問題、政治状
況も合わせて考察するという構成となった。シンポジ
ウムのテーマも、「東北アジア新時代　ライバルかパ
ートナーか」とした。
これは、急速な変化を遂げつつあるこの地域が、日
本の経済や生活にも大きな影響を与えていることにか
んがみ、ややもすればアジア地域の発展に対してネガ
ティブになりがちな近年の国内の状況にたいして、も
う一度改めて地域の実態を見直し、逆に可能性を見出
すことは出来ないか、といった問題提起を試みたもの
である。また、中国は10年以内という期限付きで、
アセアン諸国との自由貿易協定の締結に本格的に動き
出すなど、地域統合の動きも他人事ではなくなりつつ
ある。その意味では、前回までのテーマをより現実的
な諸問題の中に置き直そうということでもある。
近年、中国や韓国、あるいはアセアン諸国などの
経済成長によって、アジア地域の経済構造が、これ
までの日本を頂点とした垂直的統合から、水平的連
携への転換のプロセスにあるように思われる。そう
であれば、当然その過程で淘汰される日本の企業、
産業も出てくるであろう。しかし、同時に豊かな市場
となったこの地域に、新しい発展の可能性を求めるこ
とも可能ではなかろうか。シンポジウムは副題として、
「ライバルかパートナーか」、と掲げたが、主催者の
一人として求めるところは、よいライバル関係を通
じて、真のパートナーシップの形成を実現するところ
にある、と言いたいと思う。では次に当日の報告の
内容を簡単に紹介した（詳しい内容は、報告書参照の
こと）。
＊環日本海シンポジウム「東北アジア
新時代　ライバルかパートナーか」
まず当日のプログラムを下に紹介する。
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上野日銀支店長の講演「環日本海圏の経済交流」は、
アジア地域の発展の中で日本の将来を位置づけたもの
といえる３。アジア地域の経済発展が加速する中で、
今までと同様の経済構造、ビジネスのやり方を維持す
ることは困難であり、新たな状況への対応が求められ
ていることが示された。すなわち、今までの垂直的な
関係だけでは日本とアジアの経済関係が捉えられなく
なっていることを指摘したのである。
この指摘は、他の報告とも多かれ少なかれ重なり合
うものであった。例えば王裕晋「水平化時代の日中ビ
ジネス」は、貿易構造の検討や企業の提携関係の発展
から、日中間の経済交流が、垂直分業から、水平化分
業の段階に入ってことを示した。その上で、経済的優
位にある日本企業が、「開発輸入」を中国で実行して
もうける時代は終わり、自らが積極的に中国市場に参
入して、物を売りもうけなければならない時代になっ
ていることを指摘している。そしてそれは容易なこと
ではなく、実現するためには、日中両国にまたがって
活躍できる人材が鍵となることが強く強調された。
王報告ではまた、水平化分業が、やがては経済統合
に至らざるを得ないことが示唆されていたが、その点
を明確にしたのが金一「日韓経済関係の現状と展望」
である。
金報告は、日韓両国政府間で、「日韓自由貿易協定」
締結に向けた交渉が、関連する協定の交渉と共に進行
中であることを詳細に検討している。金報告によれば、
1998年10月の「21世紀　韓・日パートナーシップ共同
宣言／行動計画」などを出発点に、日韓経済関係の基
礎となる新たな方向性が示され、その上に、制度的基
礎として、投資協定・相互認定協定（電気製品などに
関する検査・認定手続きの簡素化）・社会保障協定
（保険料二重納付防止など勤労者の権益の向上）の交
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在日本大韓民国民団新潟県支部事務局長　金　振謙
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新潟大学・敬和学園大学非常勤講師　富山栄子
最近の日ロ関係　　　　　　　　　　　　　長岡大学産業経営学部　中澤孝之
渉が進行中である。また貿易や投資機会は増加しつつ
あり、また航空協力の拡大や、ビザの相互免除に向け
た動きも強まっており、人的交流も促進されていると
いえる。日本の自由貿易協定としては、シンガポール
との間のものがあるが、本格的な試みとしては、韓国
との協定が初めてである。
アジア地域における経済統合の動きは、中国がアセ
アン諸国に積極的に働きかけることによって加速され
ており、日本がそれについていけるか否かが試されて
いるというのが現状である。日韓の自由貿易協定は、
日本が積極的に未来に踏み出せるかどうかの試金石に
なっているともいえよう。
このような関係の強化は、今回の日韓共催ワールド
カップによって、いっそう強められたように感じられ
る。この点を検討したのが、金振謙「ワールドカップ
は日韓新時代をもたらしたか」である。
金振謙報告はまず1989年以降の日韓関係における課
題を整理しているが、そこでは、歴史教科書をめぐる
問題や、2001年夏の小泉首相の靖国参拝など、両国間
の懸案となるような問題も多かったことが改めて確認
された。
しかしにもかかわらず、ワールドカップは日韓共催
で開催が決まり、また、1998年10月の金大中大統領来
日による未来志向の日韓関係構築の確認などによっ
て、日韓関係を発展させる方向性が打ち出されていっ
た。
そして、2001年の天皇の記者会見における、天皇家
の出自が新羅にもあるといった発言や、小泉首相訪韓
による歴史問題に関する日韓両国研究者による共同研
究の開始などにより、事態が全体としてプラスの方向
に向かったことが確認される。そしてワールドカップ
において、韓国チームのベスト４進出と日本チームの
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決勝進出に至る過程で、両国間に連帯感が生まれてい
った。また韓国内に、この過程で韓国と日本は対等だ
という意識も生まれ、従来とは違った意識が育ちつつ
あることが確認された。
さて、このような関係緊密化とやや距離を置いてい
るのが日露関係である。この間、鈴木宗男議員の辞職
にまでいたった日露間の利権や、その発端となった外
務省問題など、日露関係にはマイナスのイメージが付
きまとい、どのように関係を築くべきなのか、いまだ
明確な方向が見えないというのが現状であろう。しか
し、ロシアが世界の大国であることはいうまでもない。
日本の隣国でもあるロシアとの関係再構築は急務であ
る。
富山報告「ロシア極東地域と日本の経済関係の現状
と展望」は、このようなロシアの日本との隣接地域で
ある極東地域の現状をリアルに報告したものである。
富山によれば、ソ連崩壊以降、人口流出、軍民転換の
失敗、外資導入の停滞、輸送・エネルギーコストの高
騰などの理由から、ロシア極東地域の経済は停滞して
きた。
その中で、日露貿易は、日本の経済的停滞もあいま
って停滞してきた。しかし、ロシア全体としてみた場
合、ロシアはきわめて高い科学技術力、またコンピュ
ータ・ソフトウェア技術を備えた国であれ、こういっ
た側面を日本の企業・経済に取り込むべきだというこ
とが指摘された。また、資源開発や、今述べたような
点も含め、アメリカは膨大なロシアへの投資・さまざ
まな技術協力を行うことによって良い関係を築いてお
り、日本の出遅れが際立っていることも指適された。
中澤報告「最近の日露関係」は、先にふれた日露の
政治的停滞のおおもとにある領土問題を中心に、木村
汎『遠い隣国』に言及しつつ、日露の外交関係を整理
したものである。中澤によれば、1956年の日ソ共同宣
言以降16年間、1972年のグロムイコ来日まで日本政府
と外務省は、領土問題にほとんど取り組まなかったの
ではないかと指摘している。
そしてゴルバチョフ政権登場後に、ようやく「第三
の道」提案によって、日本が極東の開発に力を注ぐこ
とで領土問題の解決が図られたかもしれないというこ
とが示唆されている。しかし、日本政府・外務省はこ
のチャンスを逃し、その後は、鈴木ラインに沿って、
エリツィンの決断にかけるという方針を採ったが、中
澤によればエリツィンに北方領土返還の意思はなく、
そのリップサービスに踊らされただけということにな
った。今後は領土問題に限らない広範な関係構築の努
力が、プーチン政権の現実政策の見極めとともに必要
になるとしている。
＊さいごに
今回は経済関係に軸をおきつつ、環日本海圏の交流
の展望を探った。日韓関係はワールドカップ効果もあ
り、ポジティブな方向にあるといえよう。また日中関
係は、さまざまな問題を抱えつつも、経済的には相互
依存を強めつつあり、いやおうなく一緒にやって行く
道を探っていかざるを得ない。ただ、日中国交回復三
十周年を迎え、さまざまな行事が行われているが、そ
れが中国に偏って日本国内で盛り上がりに欠けるのが
懸念される。今日、中国の経済的脅威、あるいは軍事
的脅威が云々されることが多いが、日本企業も中国進
出によって大きな利益を上げてきた実績があり、また、
今日では世界の有力な経済的パワーとして、中国を組
み込んで考えるほかはないのが現実である。より積極
的に中国とかかわり、そこに未来を見つけようという
努力が、日本側に必要なのではないだろうか。
そんな中で、今回シンポジウムで取り上げなかった
日朝関係に大きな変化が生まれた。言うまでもなく、
今年９月17日に開催された日朝首脳会談である。日本
の積極的なイニシアティブによる会談実現だとすれ
ば、それ自体が大きな意義のある成果であり、東北ア
ジアの将来を大きく発展させる可能性を秘めた外交的
成果だといえよう。
しかし、この小泉首相の日朝首脳会談の結果明らか
になった拉致・行方不明者の問題が、新たに極東の将
来を左右しかねない問題として浮上してきた。この拉
致・行方不明者の問題、特に８名の死者という会談内
容は日本国内に深刻な衝撃を与え、さまざまなメディ
アもその点に焦点を置いた報道を行っている。筆者は、
朝鮮半島の問題の専門家ではないので、やや発言を躊
躇するのであるが、以下のことは確認しておきたいと
思っている。
第一に、拉致・行方不明者の問題は悲劇であるが、
だからといって日本の過去の植民地支配とそれが引き
起こした悲劇が免責されるわけではないということで
ある。日本による植民地支配は、従軍慰安婦や強制連
行といった直接的な悲劇を生んだだけでなく、朝鮮民
族の文化の破壊・人間としての誇りの蹂躙を伴ったの
である。さらに、大日本帝国の敗北によって、朝鮮半
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島の北部がソ連によって、以南がアメリカによって軍
事占領されたことは、今日の南北分断の原因とも、さ
らには朝鮮戦争の背景ともなった。
朝鮮民主主義人民共和国に対して拉致・行方不明者
の詳細を確認し、責任を追及するのは当然であるが、
自らが相手に正義の実現を要求するのであるならば、
自らもかつて行った過ちに対する責任をとり、正義を
実現しなければならない。拉致・行方不明者に関する
追及は、自らの過去の清算とあいまって初めて説得力
を持つように思われる。
第二に、拉致・行方不明者の問題に関しては、過去
の日本政府・外務省・警察などの対応に大きな問題が
あったことも、同時に追及されてしかるべきである。
自国民が行方不明になり、一部ではそれが拉致された
ことを確認しつつ、その追求を怠ってきた日本政府の
行為には重大な問題がある。
そして最後に、この会談実現の大きな意義と方向性
を見失ってはいけないということである。日朝の国交
正常化は、この地域に安定をもたらし、戦争勃発の可
能性を低くするものである。また、日本が過去の植民
地支配によって今日の南北分断の遠因をなしたことを
思えば、植民地支配の清算を伴う日朝関係正常化によ
ってこそ、南北の統一も現実に近づくであろう。かつ
ての侵略と戦争によって引き起こした今日の状態をた
だすため、ぜひとも日朝の国交正常化を実現して欲し
いと考える。
最後に今回のシンポジウム開催に当たり、長岡市・
長岡商工会議所・信濃川テクノポリス開発機構、新潟
日報社をはじめとする関係諸機関に後援を頂いたこと
に心から謝意を表します。
１ 本稿での見解は全て兒嶋個人のものであり、「（仮称）
環日本海研究ネットワーク」を代表するものではあ
りません。また今回のシンポジウムの内容は近く報
告書として刊行予定であり、必要な方は兒嶋まで御
連絡ください。
２ 報告書がそれぞれ刊行されている。『東北アジア歴史
像の共有を求めて』『東北アジア歴史像の共有を求
めてⅡ』。関心のある方は連絡されたい。
３ 上野正彦『日銀は生き残れるか』（新潟日報社　2002
年）を参照されたい。
